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1. 申請者が，海底下廃棄実施計画及び海底下廃棄監視計画を適確に実施するに足りる

経理的基礎を有することを説明する書類 

本計画に係る特定二酸化炭素ガスの海底下廃棄については，国（経済産業省）の直轄事業とし

て実施し，平成 30 年度以降は，国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下，

「ＮＥＤＯ」という）の交付金に移行し，ＮＥＤＯを通して事業者に委託する形で当該事業を実

施するものである。当該事業は平成 28 年度から令和 2 年度までの 5 年間に引き続いて，令和 3

年度から令和 7 年度まで実施している。さらに令和 8 年度以降についても継続して実施すること

を予定しており，本計画の実施に必要な予算は各年度において着実に国（経済産業省）が予算要

求し，確保する予定である。万が一，十分な予算を確保できず，本計画を変更せざるを得ない場

合は，海洋汚染防止法の定めに従い，適切に対応する。また，各年度の予算決定状況については，

環境省に報告する。 

令和 7 年度予算については，本実証試験事業に必要な額として，CO2長距離輸送実証事業，CCS

研究開発事業等と合わせて 75 億円が閣議決定（令和 6 年 12 月 27 日）されている。第 1-1 図に，

令和 7 年度予算に係る PR 資料を示す。 

 

 

第 1-1 図 令和 7 年度 CCUS 研究開発・実証関連事業の PR 資料 

 

なお，CO2圧入の実施に向け，平成 24 年度から平成 27 年度までは CO2の分離･回収･圧入設備お

よび圧入井の整備等の設計・調達・建設を行い，平成 28 年度から平成 31 年度までは CO2圧入を

行い，その後は圧入した CO2の貯留状況のモニタリングを継続している。予算の確保・執行状況

については，第 1-1 表のとおりである。  
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第 1-1 表 予算の確保・執行状況 

年度 予算の確保・執行額 

平成 24 年度 2,751 百万円（執行額） 

平成 25 年度 6,958 百万円（執行額） 

平成 26 年度 12,704 百万円（執行額） 

平成 27 年度 9,047 百万円（執行額） 

平成 28 年度 4,687 百万円（執行額） 

平成 29 年度 6,401 百万円（執行額） 

平成 30 年度 5,622 百万円（執行額） 

平成 31 年度 5,557 百万円（執行額） 

令和 2 年度 3,498 百万円（執行額） 

令和 3 年度 2,428 百万円（執行額） 

令和 4 年度 2,729 百万円（執行額） 

令和 5 年度 2,377 百万円（執行額） 

令和 6 年度 2,547 百万円（執行額） 

令和 7 年度 2,804 百万円（予算額） 

注 1：平成 24～29 年度は経産省直轄事業の執行額（前年度からの繰越額を含む）。 

2：平成 30 年度は経産省直轄事業の前年度からの繰越と NEDO 事業の合計の執行額[1]。 

3：平成 31 年度以降は NEDO 事業の執行額（前年度からの繰越額を含む）[1]。 

4：令和 7年度は，NEDO 事業の予算額（NEDO と日本 CCS 調査（株）の契約額）[1]。 

 

 経済産業省の財務状況等を説明する資料として，第 1-2 表に「令和５年度 経済産業省 省庁別

財務書類」に掲載されている賃借対照表を示す[2]。「省庁別財務書類」は，各省庁の財務状況等

に関する説明責任の履行の向上及び予算執行の効率化・適正化に資する財務情報を提供すること

等を目的として，企業会計の考え方及び手法を活用して作成するものである。 

 

 
[1] 「ＣＣＳ研究開発・実証関連事業／苫小牧におけるＣＣＳ大規模実証試験」業務委託変更契約書 
[2] 令和５年度 経済産業省 省庁別財務書類, p1．（経済産業省ウェブサイト：

https://www.meti.go.jp/main/kessan/fy2023/pdf/zaimushorui05.pdf,2025/8/21 アクセス） 
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第 1-2 表 「令和５年度 経済産業省 省庁別財務書類」賃借対照表 

 

 

 令和５年度の貸借対照表によると，資産合計 6,845,778 百万円，負債合計 114,614 百万円とな

っており，資産合計が負債合計を上回っている。 

 

ＮＥＤＯの財務状況等を説明する資料として，第 1-3-1～第 1-3-2 表に令和６年度の賃借対照

表を示す[3]。 

 

 
[3] 令和６年度 ＮＥＤＯ 貸借対照表（法人単位）．（NEDO ウェブサイト：

https://www.nedo.go.jp/content/800028292.pdf,2026/1/19 アクセス） 
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第 1-3-1 表 令和６年度 ＮＥＤＯ賃借対照表（法人単位） 
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第 1-3-2 表 令和６年度 ＮＥＤＯ賃借対照表（法人単位） 

 

令和６年度の貸借対照表によると，資産合計 8,246,354,637,927 円，負債合計

8,235,543,182,133 円となっており，資産合計が負債合計を上回っている。 


